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　公益法人会計基準（平成20年4月11日  平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

１ 継続事業の前提に関する注記

  継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はない。

2 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　 満期保有目的の債券・・・ 償却原価法（定額法）によっている。

　 （2） 固定資産の減価償却の方法

　　①　建物、建物附属設備、構築物、車両運搬具及び什器備品

　　　　定額法によっている。

　　②　リース資産

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　　③　ソフトウェア

　　　　　　法人内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準

　役員賞与引当金・・・役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を

　　　　　　　　　　　　　計上している。

　賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上

　　　　　　　　　　している。

　役員退職手当引当金・・・役員の退職手当の支出に備えるため、規則に基づく期末要支給額を計上して

　　　　　　　　　　　　　　　　いる。

　退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の要支給額を計上している。

（4） 消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3 会計方針の変更

（1） 　資産除去債務に関する会計基準

　前事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適

用している。

　当財団は、不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に

関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に

見積ることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

財務諸表に対する注記
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3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　目 前期末残高 当期末残高

基本財産

　 金銭の信託 2,000,000,000 2,000,000,000

小　　　計 2,000,000,000 2,000,000,000

特定資産

　 退職引当資産 131,954,446 112,755,381

 　減価償却引当資産 1,497,402,377 1,523,164,978

　 修繕等積立資産 3,146,676,608 3,149,225,756

　 財政調整積立資産 484,614,250 484,614,250

　 救急基金 181,180,032 182,159,054

　　　　　小　　　計 5,441,827,713 5,451,919,419

　　　　　合　　　計 7,441,827,713 7,451,919,419

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　目 当期末残高
（うち負債に対応す
る額）

基本財産

　 金銭の信託 2,000,000,000 -

小　　　計 2,000,000,000 -

特定資産

　 退職引当資産 112,755,381 (112,755,381)

　 減価償却引当資産 1,523,164,978 -

　 修繕等積立資産 3,149,225,756 -

　 財政調整積立資産 484,614,250 -

　 救急基金 182,159,054 -

　　　　　小　　　計 5,451,919,419 (112,755,381)

　　　　　合　　　計 7,451,919,419 (112,755,381)

当期増加額 当期減少額

0 0

25,762,601 0

15,937,918 13,388,770

0 0

0 0

27,387,763 46,586,828

70,067,304 59,975,598

70,067,304 59,975,598

（うち指定正味財産から
の充当額）

- -

- (1,523,164,978)

- (3,149,225,756)

（うち一般正味財産か
らの充当額）

(2,000,000,000) -

(2,000,000,000) -

- (484,614,250)

- (5,339,164,038)

(2,000,000,000) (5,339,164,038)

979,022 0

- (182,159,054)
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5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　目 取 得 価 額

建　　　　　　物 9,143,817,514

建物附属設備 5,212,555,103

構　　築　　物 336,746,489

車 両 運 搬 具 16,099,177

什　器　備　品 1,097,081,336

リ ー ス 資 産 68,091,840

ソ フ ト ウ ェ ア 9,229,692

合　　　　　　計 15,883,621,151

6 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

種 類 及 び 銘 柄 帳 簿 価 額

基本財産

　金銭の信託 1,956,630,171

特定資産

　減価償却引当資産

　　第326回大阪府債 299,986,098

　　762号利附商工債 100,085,209

　  平成27年度北海道債 200,000,000

　  第436回九州電力債 201,895,874

　修繕等積立資産

　　平成24年度埼玉県債 200,000,000

　　平成20年度新潟県債 299,987,974

　　第326回大阪府債 199,990,729

　　平成２１年度北海道債 199,962,865

　　平成25年度埼玉県債 200,000,000

　　第726回東京都債 99,988,535

　　平成25年度北九州市債 200,000,000

　　第124回大阪府債 100,000,000

　  平成27年度北海道債 200,000,000

　  第506回中部電力債 207,433,890

　  第495回関西電力債 204,204,851

　  第506回関西電力債 200,248,866

　  第427回九州電力債 104,988,851

　  第500回中部電力債 104,214,735

　　第412回大阪府債 49,747,680

　　平成29年度福井県債 300,000,000

　救急基金

　　平成２１年度北海道債 99,981,429

　　第14回大阪府債 50,806,770
　　 第26回日本高速道路保有・
　　 債務返済機構債 27,699,605

合　　　　　　計 5,807,854,132

減価償却累計額 当期末残高

3,935,091,817 5,208,725,697

4,461,418,941 751,136,162

22,775,902 45,315,938

8,541,333 688,359

9,407,400,441 6,476,220,710

259,339,438 77,407,051

15,294,218 804,959

704,938,792 392,142,544

305,611,500 5,625,402

時　　価 評 価 損 益

1,990,147,000 33,516,829

102,048,900

5,888,740,300

103,932,500 3,943,965

207,746,000

80,886,168

2,067,471

100,187,900 187,900

△ 1,373,890

204,080,000 △ 124,851

61,730

28,259,400 559,795

41,134

104,550,000 △ 438,851

103,700,000 △ 514,735

49,515,000 △ 232,680

200,290,000

204,097,800

100,160,000 74,791

7,660,000

7,746,000

209,200,000

200,377,000

50,868,500

9,200,000

3,750,271

4,134,935

203,741,000

377,000

300,180,000 180,000

206,060,000

200,440,000 440,000

207,660,000

304,027,800 4,039,826

201,860,000 △ 35,874
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7 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

　助　成　金

民　間　助　成　金
一般財団法人 日本宝く
じ協会

0 80,874,202 80,874,202 0 -

民　間　助　成　金
一般財団法人 全国市
町村振興協会

0 197,000,000 197,000,000 0 -

0 277,874,202 277,874,202 0

8 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

9 その他資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

（1） 　実施事業資産

　実施事業資産は、次のとおりである。

（単位：円）

資産の名称 当期末残高

流動資産

　　現金預金 191,228

　　前払金 1,478,640

固定資産

　　基本財産 1,120,000,000

　　　　金銭の信託 1,120,000,000

　　特定資産 5,380,014,482

　　　　退職引当資産 96,919,132

　　　　減価償却引当資産 1,504,886,998

　　　　修繕等積立資産 3,111,435,048

　　　　財政調整積立資産 484,614,250

　　　　救急基金 182,159,054

　　その他固定資産 15,247,104,843

　　　　建物 5,139,104,145

　　　　建物附属設備 749,959,158

　　　　構築物 77,407,051

　　　　車両運搬具 804,959

　　　　什器備品 388,972,396

　　　　リース資産 39,847,768

　　　　土地 8,846,301,659

　　　　電話加入権 1,927,201

　　　　敷金・保証金 2,574,000

　　　　ソフトウェア 206,506

21,748,789,193合計

経常収益への振替額

　　基本財産運用益の振替額 11,319,232

合　　　　　計 11,319,232

合　　　　計

内　　　　　　容 金　　額
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(2) 　ファイナンス・リース取引関係

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　リース資産の内容　　

　　　　その他固定資産

　　  　職員用パソコン、サーバー機器、食券管理システム及び印刷複合機（什器備品）である。

　　　　　　


	p6-p10 注記(一般) （済）

